
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２３年 ５月２０日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
 本研究は，震災および犯罪，子どもの事故を含め，地域が抱える「リスク」を，地域と
して共有し，対抗していく方法論を，関西郊外における犯罪事例，亀山市や厚木市のセー
フコミュニティ事例調査を踏まえつつ，東京圏の郊外都市である八王子市と町田市を対象
に，社会学習プログラムとして手法開発し，実証を踏まえてその効果と課題を考察したも
のである． 
 
研究成果の概要（英文）： 

In this study, 2 surveys were carried out. A case study of crime events in Kansai 
suburb area and a questionnaire survey about crime anxieties for children in Tama 
New-town. After that, social-study program were developed to cope with seismic 
hazards and children's injuries in Hachiouji 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2008 年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

2009 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

2010 年度 500,000 150,000 650,000 

年度    

  年度    

総 計 3,200,000 960,000 4,160,000 

 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：建築学・防災都市計画 
キーワード：安全安心まちづくり，犯罪不安感，バルネラビリティ・スタディ，事前復興まち

づくり，バンブーシェルター，災害避難所自主運営 
 
１．研究開始当初の背景 
東京圏において首都直下地震への備えは

不可避であり，東京都の首都直下被害想定結
果（平成 18 年 2 月）に基づき，東京都下全
自治体で地域防災計画の見直しと震災対策
の推進が進められている．一方で，研究代表
者が多摩ニュータウン内のある小学校３年
生全世帯に自然災害（地震・台風・大雨），
交通事故，犯罪，公害の４つのハザードに対
する主観的危険度順位を尋ねたところ，１位
としたハザードは犯罪が 44.4%と最も高く，

次いで交通事故 38.2%，自然災害 17.6%で，
火事と公害（大気汚染など）は回答者ゼロで
あった（89 票，回収率 38%）．言い換えれば，
東京都の西部郊外地域を中心に，地震を中心
とした自然災害ハザードに加えて，犯罪に対
する不安感が高くなっており，これらのマル
チハザードに対応した「安全・安心のまちづ
くり」へのニーズが高まっていた． 
 本研究に至るもう一つの背景として，2000
年代入り「地域を単位に首都直下地震の被害
軽減に取り組む社会学習プログラム」として
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東京で展開してきた「事前復興まちづくり」
がある．これには研究代表者も参画しこれま
でに「震災復興まちづくり模擬訓練」の開発
に携わってきたが，この知見をさらに発展さ
せ，予防型の取り組みを促進する防災活動方
法論を考究したい，と考えた． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，自らの空間に潜在するさまざま
なリスクを住民自ら主体的にグループ学習
し，対抗する活動能力をつけるための方法論
に関する防災科学的研究である．そのために
本研究では，次の 4 つを目的とした．前者 2
つがリスクを地域で共有するための基礎的
な調査，(3)と(4)は地域コミュニティとして対
抗力をつけるための方法論に関するもので
ある． 
(1)犯罪リスクについて，子どもが被害者とな
った犯罪事例調査を通して，犯罪現場の空間
と地域社会特性を都市計画の視点から分析
すること． 
(2)郊外ニュータウン開発住宅地において，子
どもの保護者が抱える犯罪と事故の不安感
について住宅地特性も踏まえて検証するこ
と． 
(3)災害後の避難生活期も子どもにとって大
きなストレスとなることから，H19 年中越沖
地震時の避難所自主運営事例の調査を通し
て，地域として，災害を乗り越える方法論を
洞察すること． 
(4)犯罪事例や避難所調査の知見を踏まえ，こ
れまでに東京で取り組んできた「事前復興ま
ちづくり」手法，特に復興まちづくり模擬訓
練について，子どもや高齢者といった災害弱
者へのケアーの視点を入れた方法論を開発
すること 
 
３．研究の方法 
三カ年で実施してきた取り組みを時系列

的に整理したものが図 1である．図 1の最上
段行に記載したのは以下に示す 4つのサブ調
査名である． 
(1)子どもの犯罪と防犯まちづくり事例調査 
 犯罪事例調査として，H21 年 7 月に兵庫県
と奈良県の郊外地域で子どもが被害者とな
った犯罪現場の事例調査を実施した．また，
H20年度に防犯環境設計型戸建て住宅として
分譲された岐阜市のマザービレッジ，また繁
華街防犯の取り組みとして厚木市の番屋プ
ロジェクトの事例調査を，H21年度に亀山市
のセーフコミュニティの取り組みについて
訪問聞き取り調査を実施した． 
(2)郊外集合住宅団地における犯罪不安感に
関する調査 
 多摩ニュータウンにある全 156戸で数棟か
らなる集合住宅団地を対象に，保護者が感じ
ている子どもが犯罪と事故に合う不安感に

ついてアンケート調査を実施し，また同時に
当該集合分譲住宅地における安心安全の取
り組みを支援しつつ，団地特性も踏まえて不
安感の意味を考察した． 
(3)柏崎市比角地区避難所運営実態調査 
 新潟県中越沖地震（死者 15 名，住家全壊
1,324 棟）では，最長 1ヵ月半弱に渡り避難
生活が続き，その避難所運営については「コ
ミュニティ施設に開設された避難所におけ
る住民主体の自主運営」が指摘されてきた．
研究代表者は，先行報告にある「地域リーダ
ーから見た直後の対応実態」だけでなく，①
利用者や地域ボランティアなど、地域リーダ
ー以外で運営に携わった人々の視点、②発災
までの自主運営を可能にした地域社会（コミ
ュニティ）の形成経緯、③避難終了後の地区
活動の展開，を明らかにするため，関係住民
や行政担当者へのインタビュー調査を，全体
像を多角的に分析するために継続的に実施
した． 
(4)政策化を志向した震災復興まちづくり訓
練手法の開発 
 犯罪，防犯，避難所の事例調査の知見も踏
まえ，H20年度から毎年度，八王子市が主催
する「地域協働復興模擬訓練」の企画運営に
参画し，訓練手法の開発を進めた，また区部
では葛飾区と豊島区において，震災復興マニ
ュアルと復興関連条例の策定を意図した復
興訓練の企画運営に従事し，考察を行った．
さらに町田市が主催する地域防災力向上の
取り組みについても毎年度，講習会等の企画
運営に協力し，防災力を向上させるための講
習会手法について開発を進めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 研究の実施フロー 
 

  



 

 

４．研究成果 
一連の調査研究を通して得られた主要な

知見を以下に述べる． 
(1)子どもの犯罪と防犯まちづくり事例調査 
 兵庫県と奈良県での子どもが被害者とな
った犯罪現場の現地調査を通して，郊外住宅
地において「大人の目」が届かない「子ども
の空間」が至るところに存在することがわか
ってきた．特に傾斜のある住宅地であると，
保護者の多くは車で移動するのに対し，子ど
も達は徒歩か自転車で縦横に移動している，
この空間論的差異が，犯罪が起こっている空
間の 1つの特徴ではないか，と思われる．ま
た岐阜市，亀山市，厚木市での防犯まちづく
りの事例調査を通して，東京圏郊外において，
自然災害・犯罪の両者をカバーする社会的対
応策において現在欠けている視点として「ケ
アーの思想」があると考えられることがわか
った．すなわち防犯への取組みでは「犯罪が
起こってしまってからでは遅い」として事前
対策に注力するが，脆弱性調査において「ひ
やっとした」体験こそ活かすべき事象であり
つつも，体験がトラウマとなっている子ども
への心理的なケアーを併せた調査方法が必
要である．よって「発災後の対応行動」に重
点が置かれる自然災害防災の方法論，言い換
えれば「減災」ならぬ「減犯」の方法論構築
の必要性が高いものと考えるに至った． 
 
2)郊外集合住宅団地における犯罪不安感に
関する調査【成果論文(4)】 
 調査対象とした 156世帯の団地居住世帯の
集合住宅団地を対象に，管理組合の協力を経
て，無記名式アンケート調査を実施した．調
査にあたっては，管理組合名の案内文を添え，
全戸郵便ポスト配布（配布数 156 通），郵送
および集会室ポスト設置で回収した．最終的
に回収率は 31%（48通）であった． 
 犯罪に対する不安意識は具体的にどのよ
うな場所や施設に関係しているか，図 2 は団
地内４箇所，団地外４箇所について子どもが
①犯罪，②滑落などによるケガ，に合う不安
感を尋ねた結果である．不安有りの回答が多
かったのは，団地に隣接する公園で，逆にバ
ス停や団地内のプレイロット（コモン）は不
安無しという回答が多くなっていた．また，
犯罪不安感と事故への不安感の相違として，
団地内のプレイスペースと駐車場では事故
への不安感が，逆に団地に隣接する公園では，
犯罪への不安感が事故への不安感よりも高
くなっていた．言い換えれば，団地内では事
故への不安が，団地外では犯罪への不安感が
高くなる傾向にあると言えるだろう． 
 次に不安感と地域活動（団地管理組合が主
体なった活動）との関係性を集計したものが
表 1である．安全安心への取り組みに対する
参加意思と団地外の屋外空間における犯罪

不安感について，結果は有意ではなかったが
（p=0.07）「積極的参加」回答層では「あま
り不安を感じない」「不安は感じない」とい
う回答がゼロで，犯罪不安感は，安全安心の
取り組みを発意する動機となることが推察
される．つまり，不安感をゼロにすることだ
けを安全安心まちづくりの目標にすること
は適切ではなく，むしろ，不安感を取り組み
へのシグナルと考えるべき，と推察できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 子供が犯罪と事故に合う不安を感じる場所 

 
表 1 安全安心への取り組み参加意思と団地外の

屋外空間における犯罪発生不安感 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)柏崎市比角地区避難所運営実態調査【成
果論文(2)】 
 本調査では比角地区における避難所自主
運営をめぐり，被災直後のフィールドワーク
も含め，様々な属性を有する関係者を追加し
ていき，全体図式が得られたと判断できた第
5 回目のインタビュー調査で調査を終えた．
地域を中心とした避難所の自主的運営体制
の構築を可能にする要素として次の点があ
げられる． 
①組織間・住民間の紐帯の効果 
 発災前から，住民ニーズに対応した多様な
地域活動とこれらが緩やかに連携していた．
つまり「顔の見える関係」と「既存の組織を
基盤とした組織間連携」が地域防災の備えと
して効果的であり、避難所運営など中長期に
渡る活動を可能とする住民間の紐帯として



 

 

機能した． 
②地域に定着していたコミュニティ施設 
 平常時から活発に利用され、自分たちの
「ハコ」として認識していたコミュニティセ
ンターが避難施設になり、地区全体の災害対
策本部として単位町会や活動グループの連
携に寄与していた． 
③避難所へ来ていない住民に対する想像力 
 平常時の活動を通して地区内の高齢者を
生活状況も含めて認知していた「ボランティ
ア比角」メンバーが、避難所で顔の見えない
方への想像力を働かせ、直接物資を配達する
というアイディアのきっかけとなった．これ
は活動メンバーと要援護者との「顔の見える
関係」があった，という平常時の関係性に依
るものである． 
④地域とボランティアとの協働 
 比角コミセンは、町内巡回や住民アンケー
トにより地域の様々なニーズを早期に集約
し、内外ボランティアと住民ニーズをマッチ
ングさせていた．言い換えれば，地域組織が
持つ地域住民を繋ぐ役割が，外部ボランティ
アの活動能力を引き出し，両者の協働で生活
再建支援が進められていった． 
⑤柏崎市の行政施策の効果 
 柏崎市のコミュニティ施策の展開は、コミ
ュニティ施設を中心に住民の目を地域に向
ける方向へ作用し、「ハコ」を中心に「ヒト」
を結びつける一助となっていた。また、事前
の地域活動費支援や事後の災害義捐金支給
に見られるように、柏崎市による時機を捉え
た資金の投入が、比角地区において「ヒト」
の育成効果をもたらしていた。すなわち、本
研究で整理した「ヒト・ハコ・チエ」という
視点を軸として、実態に合わせた資金投入の
判断が、地域の自主性を高める上で大きな意
味を持つと言えるだろう． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 柏崎比角コミセン避難所の運営体制 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 柏崎比角コミセン避難所の利用平面図 
 
 
 
(4)政策化を志向した震災復興まちづくり訓
練手法の開発【成果図書(1)】 
 図 1 の研究経緯に示したとおり，八王子，
町田および区部（葛飾，豊島，練馬）で復興
訓練の企画実施を通して手法開発をおこな
った．本研究において開発した手法とその効
果は次のとおりである． 
①バンブーシェルターづくり（練馬区） 
 首都直下地震を想定して，自宅が使える程
度であったとしても，ライフラインや交通機
関が停止し，自宅避難生活が余儀なくされる
ことが想定される．その場合，公的避難所だ
けでなく，救援物資配布拠点や情報掲示板な
ど，地域でさまざまな「避難生活を乗り切る
ための工夫」が必要になる．そのための「ハ
コ」として簡易に作成できる「シェルター」
の設計と建設を練馬区貫井地区で，地域の防
災啓発イベントの一環として，平成 22 年 11
月 21 日に実施した． 
 6 タイプのシェルターを作成し，竹をどう
確保するか，という課題はあるものの，避難
生活を地域として乗り越えるためのシンボ
ルとしても，活用していけるのでは，という
印象を地域リーダーの方に持っていただい
た．また，当日は乳幼児と保護者，児童も多
く参加し，特に乳幼児の保護者からは，学校
避難所で過ごす必要はないとしても，情報や
物資入手など，近隣でこのようなシェルター
があると安心だ，という意見が出された． 
②地域バルネラビリティ・サーベイ（八王子
市） 
 八王子市諏訪町で実施された地域協働復
興訓練の運営支援を通して，郊外地域におけ
るバルネラビリティ生成の経緯をデータベ
ース化する方法を開発し，訓練に適用した．
具体的には 1958 年／1968 年／1978 年の
1/2500 地形図および 2002 年現況 GIS データ
を用いて，宅地化の進展，空地の減少過程を
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トレースし，これに現地調査と訓練参加者か
らの指摘を踏まえて「バルネラビリティマッ
プ」を作成した． 
③復興ワールドカフェ（豊島区） 
 豊島区上池袋地区での復興訓練において，
短時間でいくつかの復興テーマについて意
見を集約するための方法として，「復興ワー
ルドカフェ」手法を開発実施した．これは WS
手法としての「ワールドカフェ」方式を踏襲
したものだが，各カフェのテーマとしては，
(a)すすめかた商店（復興体制と復興手順），
(b)仮設のまち本舗（時限的市街地の建設と
運営），(c)街づくり工房（道路の確保や土地
区画整理），(d)くらしサービス社（住まいの
再建・暮らしの再生），(e)復興何でもカフェ
の 5つである．短時間で参加者の想いを集め，
共有することが可能となった．また復興ワー
ルドカフェは連続全 4回訓練の最終回に実施
し，これまでの学習や情報の意味や効果を確
認することができた． 
④郊外都市版クロスロードゲーム（町田区） 
 防災講習会の手法として「防災クロスロー
ド」が開発されている．本研究では，その枠
組みを踏襲し，設問を追加編集することで，
郊外都市町田にふさわしい「郊外都市版クロ
スロードゲーム」を構築し，平成 22 年 1 月
に実施した．郊外として追加された設問とし
ては，帰宅困難者の支援問題，モビリティの
確保，一次疎開，といった項目である．通常
の防災訓練と異なり，首都直下地震で求めら
れる固有の課題について，知識を広げる，と
いう意味で，町田にふさわしい，防災グルー
プ講習の方法として開発することができた． 
 
 以上の成果から，本研究で主題とした，東
京圏郊外を対象に，震災リスクと子どもが被
害者となる犯罪や事故に対する地域の脆弱
性を，社会学習プログラムとして調査し，共
有し，対抗していくための方法論について，
知見を得ることができた． 
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